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会計ビック版と称される本稿テーマ、401k企業年金制度導入などの数々の対応を一年1つほどで、
5－6年、税効果・連結・時価・キャッシュフロー・と制度会計は2000年前後に大きく変貌をとげた
が、いまだ、持合株解消・株式交換・減損会計・環境会計・付加価値会計など開示内容の充実の諸
点が小生関心の領域としてあり、今後の機会を借りて筆をとりたいと思う。旧大蔵省管轄の国民年
金（1階）、厚生労働省管轄の厚生年金（2階）に、企業年金部分（3階）をのせたわが国の年金制度
の変化は、確定給付系の国民・厚生両年金と、確定給付型企業年金として整理されたが、新制度導
入で負債認識された積立不足は企業収益の足を引っ張り企業決算情報の下方修正を余儀なくするな
どの影響を与えており時価・連結より影響額も巨大だというから、ビックバンの波としては大きい
ほうに分類されるものだっただろう。収益から控除される費用が従業員厚生の充実という退職金・
年金改革のほうにむけられたことは、人材は決算書に表れない収益力だともいえるだろうから、導
入後企業財政を圧迫したように見えても、従業員退職・年金制度充実の会社のレッテルは得られた
ということもできるであろう。時価の波に積立・掛金がさらわれないようにする工夫には、厚生的
性格から、考慮の余地はあるのではないだろうか。
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